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「ガバメント規律」の現状に不信感が存在することも伺える。2008 年 4 月，
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は，体制が発足してから 8 年を経た 1974 年であった。1974 年第 5 号法
が中央地方関係，地方行政を律する基本法（以下，1974 年地方行政法）
である。その 5 年後に行政の最末端組織である行政村（デサ）に関する
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（出所）BPS［1980, 1985, 1990, 1994, 1998］, BKN［2008: 26］, www.bkn.go.id（最終アクセス：
2010 年１月 30 日）より筆者作成。
（単位 : 人）
年 中央 州 県 / 市 総計
1980 1,542,527 414,337 1,956,864 （1980 年 12 月現在）
1985 2,571,113 384,969 2,956,082 （1985 年 3 月現在）
1990 3,291,110 480,185 3,771,285 （1990 年 3 月現在）
1994 3,471,595 494,183 3,965,778 （1994 年 3 月現在）
1998 3,585,677 504,760 4,090,437 （1998 年 3 月現在）
2003 840,018 311,068 2,496,919 3,648,005 （2003 年 12 月現在）
2004 824,644 303,283 2,459,410 3,587,337 （2004 年 12 月現在）
2006 851,785 291,894 2,489,582 3,633,261 （2006 年 6 月現在）
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スハルト大統領の後を継いだハビビ大統領（在職：1998 ～ 1999 年）は，
スハルト権威主義体制の負の側面を一掃しようとした。汚職・癒着・縁故
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方財政均衡に関する 1998 年国民協議会第 15 号決議が採択された。天然
資源の産出地方への還元，地方財政の拡充を軸として，地方分権はこの
時点で国策となった。そして，分権化の基本法案作成がはじまり，早くも
1999 年 2 月には大統領が地方分権法案と中央・地方財政均衡法案を国会
に提出し，5 月には国会審議が終了して，それぞれ 1999 年第 22 号法（以
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である I，II，III の等級はさらに A，B，C，D というように分かれ，最上
級の IV については A から E まで分かれている。
表 2 からもわかるように，最初の資格等級は公務員になったときの最
終学歴で決まる。たとえば，小卒なら I / A から，中卒なら I / C から，高
卒なら II / A から，大卒なら III / A からそれぞれ資格等級が始まる。公務
員の基本給は，この資格等級と勤務年数に応じて決まっており，2009 年
度の場合，表 2 の右側のようになっている。一般公務員の場合，4 年に一度，














( 人 ) 必要学歴
給与 
( ルピア ) 職務階層
I/A 23,237 小卒 1,040,000 
I/B 4,155 1,124,300 
I/C 45,891 中卒 1,171,800 
I/D 23,095 1,221,400 
II/A 508,777 
高卒 ・ 専門学校
（一年制） 卒 1,320,300 
II/B 213,350 
特殊高校卒 ・ 専門学校
（二年制） 卒 1,427,300 
II/C 260,732 
専門学校
（三年制） 卒 1,487,600 
II/D 187,924 1,550,600 
III/A 582,462 
大卒 ・ 専門学校
（四年制） 卒 1,655,800 
III/B 501,469 医 ・ 薬学部卒、 修士卒 1,725,900 ⅣB
III/C 398,199 博士卒 1,798,900 ⅣA
III/D 549,212 1,875,000 ⅢB
IV/A 704,933 1,954,300 ⅢA
IV/B 62,593 2,036,900 ⅡB
IV/C 12,561 2,123,100 　 ⅠB ⅡA
IV/D 3,596 2,212,900 ⅠA
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の始まった 2001 年度の 81 兆 1000 億ルピアから 2007 年度には 253 兆
3000 億ルピア，2008 年度には 293 兆 6000 億ルピアにまで達しており，
年率 20.2％の伸び率である（8）。
均衡金には，歳入分与（Dana Bagi Hasil），一般交付金（Dana Alo-























職務階層 州 県 ・ 市
IB 官房長
IIA
局長， 庁長官， 官房補佐， 地方議
会事務局長 官房長




副局長， 事務所長， 部長， 局 ・ 庁事務局長，
次局長
IIIB 　 郡長
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表 4 は 2005 年度から 2008 年度の分権化の資金と分散金，委任事務金








































図２　５州の歳入変化（1996 ～ 2006 年度）
（出所）BPS［2002, 2003a, 2003b, 2006, 2007, 2008a, 2008b］より筆者作成。   
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図２　５州の歳入変化（1996 ～ 2006 年度）
（出所）BPS［2002, 2003a, 2003b, 2006, 2007, 2008a, 2008b］より筆者作成。   




































　　　　　　（単位 ： 10 億ルピア）
分類 2005 2006 2007 2008
分権化の資金
　　　歳入分与 28 49 61 64 
　　　一般割当金 89 146 165 180 
　　　特別割当金 4 12 17 17 
総計 121 206 242 261
分散金 ・ 委任事務金
　　　分散金 18 25 25 25 
　　　委任事務金 12 6 9 11 
総計 30 31 34 36 





北スマトラ州 リアウ州 中ジャワ州 東カリマンタン州 バリ州
分散金 ・ 委任事務費 598 304 537 395 527 
歳入 1,906 2,672 3,527 3,690 1,013 
　自主財源 1,373 770 2,491 898 743 
　均衡金（一般割当金 ,
　特別割当金,歳入分 与） 518 1,784 807 2,792 261 
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点を置くようになった。メガワティ政権末期の 2004 年 10 月には，1999
表６　自治体数の変化 (1998 年 1 月～ 2008 年 12 月 )
（出所）インドネシア法令集などより筆者作成。
（注）　 東チモール州は 2000 年に独立することから, 東チモール州および州内の 13 県・市は
1998 年１月時点で含めていない。
1998 年 1 月 2008 年 12 月 増加数
州 県 ・ 市 州 県 ・ 市 州 県 ・ 市
スマトラ島 8 73 10 147 2 74
ジャワ島 5 108 6 117 1 9
バリ, ヌサ ・ トゥンガラ 3 29 3 40 0 11
カリマンタン島 4 30 4 55 0 25
スラウェシ島 4 40 6 73 2 33
マルク, イリアン ・ ジャヤ 2 18 4 58 2 40
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州 県 ・ 市 州 県 ・ 市 州 県 ・ 市
スマトラ島 8 73 10 147 2 74
ジャワ島 5 108 6 117 1 9
バリ, ヌサ ・ トゥンガラ 3 29 3 40 0 11
カリマンタン島 4 30 4 55 0 25
スラウェシ島 4 40 6 73 2 33
マルク, イリアン ・ ジャヤ 2 18 4 58 2 40
合計 26 298 33 490 7 192
48 49
第２章　逆コースを歩むインドネシアの地方自治
年地方行政法に代わる 2004 年第 32 号法（以下，2004 年地方行政法），





































図４　2004 年第 32 号法にもとづく地方行政制度
（出所）筆者作成。










という 1999 年地方行政法以来の原則を変えていない。しかし，2004 年
地方行政法では中央政府と自治体間，州と県・市間で共同事務が大幅に増
えた。というのも，中央政府の権限である「その他」は自治体の権限であ
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に変化が起きた。2006 年に入ると，公共事業省道路・橋梁総局は 10 カ

















（出所）2004 年第 32 号法第 13 条および第 14 条より筆者作成。
No 州の実施すべき義務 県 ・ 市の実施すべき義務
1 開発計画 ・ 統制 開発計画 ・ 統制





7 県 ・ 市にまたがる社会問題への取り組み 社会問題への取り組み
8 県 ・ 市にまたがる労働問題への対応 労働問題への対応
9
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　ミナハサ県 20 34 14
　ボラーン ・ モンゴンドウ県 16 25 9
　ゴロンタロ県 13 25 12
　カロ県 25 33 8
　シマルングン県 18 25 7
　デリ ・ セルダン県 22 26 4
　チレボン県 16 16 0
　ガルット県 15 19 4
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動きとしては，最低サービス基準（Standar Pelayanan Minimal: SPM）







一方の成果重視予算は，2000 年の政令第 105 号で「自治体は成果重視





























（2001 ～ 2008 年 6 月）
受理数 却下 修正要求 問題なし 審査中
条例 条例案 条例 条例案 条例 条例案 条例 条例案 条例 条例案
州 506 66 138 5 2 38 323 23 43 0
県 7,434 1,461 1,390 191 101 755 3,580 498 2,363 17
市 2,563 309 340 32 46 178 1,304 96 873 3
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み，同県への投資額が 2004 年度の 2350 億ルピアから 2009 年度





















領に就任してから 2010 年 6 月までにスシロ・バンバン・ユドヨノは汚
職嫌疑のある 150 人もの地方首長への取り調べを許可している。そして，
実際に刑が確定して服役している首長もいる（15）。地方自治体数は 524





は 3 万 8000 件に上る。
分権化は権限の移譲のみならず，自治体新設も認めていた。これが大
きな問題を引き起こしている。各地で予想以上に自治体新設の動きが盛り
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（ 1 ）調査の内容については Lembaga Survei Indonesia ［2007］を参照。
（ 2 ）『コンパス』（Kompas）紙，2009 年 4 月 28 日。







（ 6 ）1984 年のジャワ人および軍出身者が知事であった州については，Cribb［2000: 
172］を参照。
（ 7 ）この地方首長選の混乱については，深尾［1999］を参照。






（10） Republik Indonesia［2009: V-2］を参照。
（11）『ハリアン・コメンタール』（Harian Komentar）紙，2002 年 7 月 13 日。
（12）2004 年第 32 号法がもたらした制度変化については，岡本［2005: 343-362］
を参照。
（13）　2009 年 10 月 21 日，タウフィック・ウィジョヨノ（公共事業省道路総局計画
局長）に行ったインタビュー調査による。
（14）2009 年 10 月 21 日，ユスリザル・イルヤス（財務省財政均衡総局地方財政執
行評価・情報局局長）に行ったインタビュー調査による。
（15）以下のウェブサイトを参照。Berita Dan Informasi Online Indonesia - okezone.
com http://news.okezone.com/read/2010/06/17/339/343930/sbyizink（最終アク
セス：2010 年 11 月 12 日）。
（16）バンテン州の地方政治については岡本［2011］を参照。
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